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第１章 計画の策定背景と位置付け 

（１） 策定の背景 

水道は市民生活に直結したインフラであり、水道事業の使命は、安全・安心な水を安定的
に供給することです。本市では、平成 23(2011)年 1 月に、水道事業の課題解決に向けた基
本的な方向を明らかにした総合的な計画として、本市の水道事業ビジョンにあたる『高槻市
水道事業基本計画（平成 23 年度～令和 2 年度）』（以下「基本計画」という。）を策定しま
した。 

基本計画期間中の日本国内では、平成 23(2011)年の東日本大震災や平成 28(2016)年の熊
本地震を始め、全国各地で大規模災害が発生し、甚大な被害をもたらしたことで、インフラ
の耐震化及び老朽化対策など、社会基盤整備が国としての大きな課題であることが明らか
になりました。また、本市においては、平成 30(2018)年 6 月に発生した大阪府北部地震で
震度 6 弱の強い揺れに見舞われ、大きな被害を受けることとなり、水道に関しても、一時約
8 万 6,000 戸に濁水・断水が発生するなど、市民生活に多大な影響を及ぼす事態となりまし
た。これらの自然災害に起因する水道施設の損壊により、水道水の供給に支障が生じた事例
が相次いだことから、「安全」で「強靭」な水道の供給の必要性が更に高まっています。 
 災害への対策については、南海トラフ地震等、今後発生が予想される大規模災害を想定し、
各施設の耐震化を進める必要があります。また、全国各地で大規模な漏水が発生するなど、
水道管の老朽化が大きな課題となっています。本市は昭和 30～40 年代に全国でも屈指の人
口急増を経験し、それに合わせ水道施設も一気に整備しましたが、今後、それらが続々と更
新時期を迎えることから、施設状況を勘案し、計画的に整備していくことが必要です。 

一方で、人口減少社会の加速と相まって水需要は低下し、給水収益は減少していくことが
予想されます。収入減少と支出増加による収支状況のひっ迫など、これまで以上に厳しい経
営環境が見込まれる中で、水道事業を健全な状態で「持続」できるよう取り組む必要があり
ます。 

このような中、厚生労働省は、平成 25(2013)年 3 月に、これまでの水道ビジョンに代え、
新たな時代に求められる変革に対応するため、安全、強靭、持続の 3 つの観点に基づく「新
水道ビジョン」を公表しました。また、総務省は、水道事業を含む全国の地方公営企業に対
し、持続可能な経営の確保のため、令和 2(2020)年度までに『経営戦略』を策定することを
求めています。 

さらに、平成 30(2018)年 12 月の水道法改正では、直面する課題に対応し水道の基盤の強
化を図るために、広域連携や水道の維持管理及び計画的更新、水道事業等の健全な経営の確
保等について一定の方向性を定めています。 

こうした状況から、基本計画の計画期間が満了することに伴い、本市としても新時代の水
道事業を運営していくため、新たな計画として、『高槻市水道事業基本計画（令和 3 年度～
令和 12 年度）』（以下「本計画」という。）を策定するものです。 
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（２）計画の位置付けと計画期間 

（高槻市水道事業基本計画） 
本計画は、厚生労働省が『新水道ビジョン』に基づき水道事業体に策定を求めている『水

道事業ビジョン』と、総務省が策定を求めている『経営戦略』とを兼ねた高槻市水道事業の
基本計画として位置付けるものとし、計画期間は令和 3(2021)年度から令和 12(2030)年度
までの 10 年間とします。 

 
（実施計画） 

本計画の実施に当たっては、本計画中の方針に基づいた具体的取組をまとめた実施計画
を策定し、個別具体的な事業について、各年度の予算等に反映していくものとしています。 

 
なお、上位計画である『第６次高槻市総合計画』や、関係団体である大阪府及び大阪広域

水道企業団の高槻市域に係る広域計画と矛盾することがないよう整合を図っています。 
 

図表 1-1 本計画の位置付け 
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